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１ はじめに
現在及び将来の事業活動から生じる債権群を一括して譲渡担保の対象
とする、いわゆる集合債権譲渡担保は、今後の利用拡大が期待される金
融手法の一つであり、近時における債権譲渡の対抗要件に関する法整備
や将来債権譲渡に関する判例の集積などを背景に、その活用可能性には
大きな期待と関心が寄せられている。
集合債権譲渡担保をめぐる最大の論点の一つとなっていたのが、未発
生の将来債権を目的とした債権譲渡の第三者対抗要件の効力発生時期の
論 説
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４９２（１７５）
問題であるが、この点に関し、最一小判平成１９．２．１５民集６１巻１号２４３頁
（以下、「平成１９年判決」という）では、未発生の将来債権を含む売掛金債
権を対象とする集合債権譲渡担保に関し、国税の法定納期限等に先立
ち、当該債権が確定的に譲渡され、その対抗要件が具備されていた以
上、法定納期限等後に債権が発生する場合であっても、国税徴収法２４条
の物的納税責任は適用されない旨が判示され、同判決によって、金融実
務において長年の懸案事項となっていた対抗要件の問題は、ひとまずの
解決をみたものとされている。
もっとも、平成１９年判決の示した判断から、ひとたび対抗要件が具備
されれば、未発生のものであるか否かにかかわらず、集合債権譲渡担保
の目的たる将来債権群は、設定者の責任財産からは完全に隔離されたも
のとなるとの解釈も当然に導かれるものなのか、あるいは、同判決で
は、あくまで、国税徴収法２４条の解釈論上、法定納期限等後に発生する
将来債権を目的とした集合債権譲渡担保が同条の適用対象となるのか否
かという問題についての判断が示されたにすぎず、集合債権譲渡担保の
効力については、なお別異に解する余地があるのか、という点について
は、解釈が分かれるところであり、同判決の結論を妥当なものとして支
持しつつも、その射程については、慎重な見方をする学説が少なくな
い（１）。
平成１９年判決および同判決が引用する最三小判平成１１．１．２９民集５３巻
１号１５１頁（以下、「平成１１年判決」という）や最一小判平成１３．１１．２２民集５５
巻６号１０５６頁（以下、「平成１３年判決」という）といった一連の最高裁判決
により、集合債権譲渡担保契約の有効性や第三者対抗要件の効力発生時
期といった、主として集合債権譲渡担保の設定段階に係る問題点につい
て、一定の判断が示されたことで、集合債権譲渡担保の活用可能性が拡
大したことには、大きな意義が認められる。しかし、一方で、一般条項
による制約以外になんらカウンターバランスとなるものがないまま、担
⑴ 角紀代恵「垂れ込めていた暗雲は去った」NBL８５４号（２００７）「〈特集〉決
着！将来債権譲渡担保と国税債権の優劣」（以下、当特集記事を「NBLコメ
ント」という）３１頁ほか
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保目的での将来債権譲渡の効力を無限定に認める方向性が貫かれていく
とすれば、その効力は比較法的にも突出して強靭なものとなることへの
疑問も呈されており（２）、その効力を合理的な範囲内に調整するとの観点
からも、さらに議論を重ねていく必要がある。また、集合債権譲渡担保
をめぐるこれまでの議論は、設定段階に係るものが中心であり、担保設
定者が、債務超過や事業継続困難といった状況に陥った場合、譲渡担保
の目的物である将来債権について、担保物としての評価はどのようにな
されるべきか、被担保債権と譲渡担保財産の評価額とに差額が生じる場
合の処理はどうなるのか、といった集合債権譲渡担保の実行段階に係る
問題についても、今後の学説における議論や実務の発展に委ねられてい
る部分が少なくない。
国税徴収法２４条に定める譲渡担保権者の物的納税責任の集合債権譲渡
担保への適用に係る問題についても、平成１９年判決が、未発生の将来債
権を目的とするものであっても、国税の法定納期限等よりも前に対抗要
件が具備された場合には、同条の適用対象とはならないとの判断を示し
たことを受け、立法的解決の必要性も指摘されているところではある
が（３）、いまだ十分な議論が尽くされている状況にはない。債権、特に未
発生の将来債権を目的とする集合債権譲渡担保への国税徴収法２４条の適
用に関する問題は、集合債権譲渡担保を含む、事業収益型の新しい包括
的担保制度の確立を目指す中で、その効力をどのようなものとし、我が
国の法制度の中で、どのように位置付けるべきなのか、という今後の制
度設計そのものに係る重要な問題を孕むものでもあり、国税と集合債権
譲渡担保権者との調整をどのように図るべきなのかは、租税債権の徴収
確保という視点からだけではなく、私法上の議論の方向性や金融実務の
要請を踏まえた慎重な検討がなされる必要がある。
⑵ 森田修・NBLコメント６１頁は、平成１９年判決は、平成１３年判決が〈将来債
権の担保目的での現在処分〉という実体法上の論理を承認したことを確認
したものであるとし、「強大な包括担保制度が既に創出されていた」とする。
⑶ 増田稔「国税の法定納期限等以前に将来発生すべき債権を目的として譲
渡担保契約が締結され第三者に対する対抗要件が具備されていた場合にお
ける国税徴収法２４条６項の適用」法曹時報６１巻８号（２００９）２６２６頁
《論 説》
４９０（１７７）
本稿では、平成１９年判決後に残された課題の一つとして、集合債権譲
渡担保の実行に係る問題点を中心に、近時の学説における議論を整理す
るとともに、そうした議論を踏まえ、集合債権譲渡担保について、国税
徴収法２４条に定める物的納税責任を適用する際の問題点を再考し、現行
法の改正による法定納期限等以前に設定された譲渡担保権者への物的納
税責任の適用範囲の拡張の問題について検討する。
２ 集合債権譲渡担保への物的納税責任の適用に関する現行法上の問題点
⑴ 物的納税責任の制度趣旨と適用要件
集合債権譲渡担保への国税徴収法２４条の適用の問題を検討するに先立
ち、同条の制度趣旨と適用要件について、確認しておく。
譲渡担保は、財産権の帰属を譲渡担保権者へ移転させることによっ
て、担保的機能を果たす権利移転型の担保であり、旧国税徴収法では、
当時の判例・通説に従い、譲渡担保財産の所有権は担保権者に帰属する
ものであるため、設定者である債務者の滞納により差し押さえることは
できず、常に譲渡により担保される債権が国税に優先するのみならず、
譲渡担保により担保される債権を控除した残額についても、国税は追求
することができないこととされていた（４）。昭和３４年の国税徴収法改正で
は、旧国税徴収法下において問題視されていた、公示を具備した担保権
に対する国税の優先徴収権が見直され、「納税者と取引をする第三者が
その納税者の国税の発生を予測できる時期」を「法定納期限等」とし、
担保権者と国税との優劣を決する基準として導入し（国税徴収法１５条）、
物権公示の原則との調整を図るとともに、すべての担保制度が租税徴収
の面からはできる限り同一の取扱いを受けることが望ましいとの観点か
ら、譲渡担保についても、担保としての実質に応じた効力の制限を付す
ことが検討された（５）。改正法の検討のために設置された租税徴収制度調
⑷ 吉国二郎ほか編「国税徴収法精解〈１７版〉（以下、「精解」という）」（２００９）２６９
頁
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査会（以下、「調査会」という）においては、譲渡担保権者への所有権移転
の効果を否認し、納税者の財産として滞納処分を行うことが、租税債権
の確保のために、私法上の効果をゆがめるものなのではないかという点
が大きな議論となり、私法秩序に与える影響を極力避けながら、租税徴
収の確保の実質をあげることを目的として、現行の国税徴収法２４条が採
用する譲渡担保権者への物的納税責任の制度が導入されるに至った。
その内容は、担保設定者である納税者の国税を追求する場合、譲渡担
保権者へ財産権が移転していることを認めた上で、譲渡担保権者を第二
次納税義務者に準ずるものと考え、納税者の滞納国税について、補充的
な納税義務を課すというものであり（６）、譲渡担保権者が納税者の租税債
務の徴収のために執行を受けるのは、あくまで譲渡担保財産に限られて
いる。調査会答申では、法定納期限等以前に設定された譲渡担保（以下、
優先譲渡担保」という）は優先抵当権と、法定納期限等後に設定された譲
渡担保（以下、「劣後譲渡担保」という）は劣後抵当権と、同様に処理する
ものとし、優先譲渡担保についても、物的納税責任の対象としていた
が、譲渡担保に関する徴収制度の創設に対しては、金融実務はもとよ
り、私法学者からも、徴収の便宜のために私法秩序への干渉がなされる
ことへの強い批判があり（７）、私法秩序の尊重という観点から、最終的な
立法化条文では、劣後譲渡担保のみが物的納税責任の対象とされるに
至った。譲渡担保の実質が担保である以上、譲渡担保により担保される
債権額が、譲渡担保権者に交付される残余金の額に満たない場合等にお
いては、担保権者が設定者に一部の返還をする必要性が生じることにな
るが、譲渡担保権者の場合、その設定契約の内容も千差万別であり、法
⑹ 吉国・精解４７頁。「第二次納税義務の制度は、滞納者の所有に属しない財
産が、租税の徴収の観点からは、実質的にはその滞納者の責任財産に属す
べきものと認められるような特定の場合において、その所有形式に即しな
がら、実質的に滞納者から徴収の実を挙げようとする制度である。すなわ
ち、その責任財産に属すべき財産を目的として、その所有者に対して補充
的な納税義務を課し、その納税義務の実行として、当該財産等から滞納者
の租税を徴収しようとするものである。」
⑺ 柚木馨「新国税徴収法案に対する私見」金法２００号（１９５９）１４頁
《論 説》
４８８（１７９）
律において一律にこれを規定することは適当ではないとして、この点に
ついては特段の規定は設けられておらず（８）、譲渡担保財産への滞納処分
執行時において残余金が生じた場合には、譲渡担保権者の被担保債権の
額にかかわらず、すべて譲渡担保権者に交付するものとされている（９）。
すなわち、立法化条文では、答申とは異なり、劣後譲渡担保のみを対象
としている結果、抵当権者の場合のように債権額を確定して配当すると
いう手続きも、国税の徴収上は不要となっており、譲渡担保財産が譲渡
担保権者に帰属するとの法形式に、より適った取扱いが貫かれたものと
なっている。
現行国税徴収法に定める物的納税責任の要件とその徴収手続きの具体
的な内容は次のようなものである。納税者の財産で、その者の国税の法
定納期限等の後に譲渡され、その譲渡により担保の目的となっているも
の、すなわち、譲渡担保財産について、納税者の財産に滞納処分を執行
してもなお徴収すべき国税に不足すると認められるときに限り、その譲
渡担保財産から納税者の国税を徴収することができるが（徴収法２４条１
項、８項）、その際、譲渡担保権者に対しては、徴収すべき国税の金額
等を示す告知書を発し（同条２項）、その後１０日を経過してもなお納付が
ないときに、譲渡担保権者を第二次納税義務者とみなして、その譲渡担
保財産に滞納処分を行うものとされている（同条３項）。同条による滞納
処分の対象は、あくまで譲渡担保財産に限定されており、譲渡担保権者
は、第２項の告知後、物的納税責任に係る滞納国税を納付することで、
譲渡担保財産への滞納処分を回避することも理論上は可能であるが、抵
当権者が抵当権設定者の租税を納付する義務がないのと同様に、本来、
譲渡担保権者も譲渡担保設定者の租税を納付する義務はない。物的納税
責任とは、本来の納税者ではない、譲渡担保権者に対して、第二次納税
義務という補充的な納付義務を課すことによって、譲渡担保財産を滞納
処分の執行対象とするという技術的な制度であり、同項の告知について
⑻ 吉国・精解２８１頁。譲渡担保権者の清算義務について判示した最判昭和
４６．３．２５民集２５巻２号２０８頁を引用し、私法上の問題として解決が図られる
べきとの方向性が示唆されている。
⑼ 吉国・精解２７１頁
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も、譲渡担保権者に何らの予告なしに差押えをすることを避けるという
趣旨から設けられたものであって、譲渡担保権者への納付を強制する趣
旨のものではないとされている（１０）。
なお、第２項の告知後、差押えまでの間に譲渡担保債権の弁済期が到
来し、滞納者が弁済しないため担保財産が担保としての機能を失い、担
保権者の所有に確定的に帰してしまう場合がありうる。そこで、第２項
の告知があった後に債務不履行その他弁済以外の理由により譲渡担保財
産が消滅した場合、なお譲渡担保財産として存続するものとみなす旨の
規定が設けられている（同条７項）。ここで、弁済以外の理由により譲渡
担保財産が消滅した場合とされている理由は、弁済の結果、設定者であ
る納税者の財産に復帰すれば、譲渡担保権者への物的納税責任を課する
までもなく、設定者の財産として滞納処分ができることによる（１１）。
以下、集合債権譲渡担保について、現行国税徴収法２４条の規定を適用
する場合における問題点を確認する。
⑵ 現行法上の問題点
平成１９年判決が国税徴収法２４条６項（現８項）の解釈として、「国税の
法定納期限等以前に、将来発生すべき債権を目的として、債権譲渡の効
果の発生を留保する特段の付款のない譲渡担保契約が締結され、その債
権譲渡につき第三者に対する対抗要件が具備されていた場合には、譲渡
担保の目的とされた債権が国税の法定納期限等の到来後に発生したとし
ても、当該債権は、国税の法定納期限等以前に譲渡担保財産となってい
るものに該当すると解するのが相当である」とし、将来債権の権利移転
時期の解釈について、直接的な言及をしていないのとは対照的に、原審
（東京高判平成１６．７．２１金融法務事情１７２３号４３頁。以下、「平成１６年東京高判」
という）では、「将来債権の譲渡契約が締結された場合、譲渡人と債務者
⑽ 吉国・精解２７９頁は、第２項の「１０日を経過しても国税が完納されていな
いとき…」との表現は、この趣旨を表すものとしており、第二次納税義務
とみなす規定が差押えのとき以後に設けられ、催告の規定（国税徴収法３２条
２項）が準用されていないことも同様の趣旨によるものとする。
⑾ 吉国・精解２８４頁
《論 説》
４８６（１８１）
との間の法律関係によって、将来発生する債権については、債権者であ
る譲渡人にいったん帰属した上で、何らの行為を要することなくその譲
受人に移転する」との解釈を前提として、集合債権譲渡担保契約を設定
し、所定の対抗要件を具備したとしても、法定納期限等後に発生した債
権については、その権利移転時期が法定納期限等よりも後となることか
ら、国税に劣後するものと解するのが相当である旨判示している。
平成１６年東京高判は、その理由づけの中で、「法定納期限等以前に、
集合債権譲渡担保契約が締結され、第三者に対する対抗要件を具備した
場合、将来発生する債権についても譲渡担保権者は国税に優先すると解
した場合、私人間の契約によって、国税債権の確保ができない財産（し
かもその価値は無限定になりうる）を創出することが可能にな」り、「質権
や抵当権等に与えた例外的優先制度（法定納期限等による優先劣後の制度）
との釣り合いを無視するだけでなく、国税徴収法確保ないし国税優先の
原則からの観点を極めて軽視した結論になってしまう」こと、さらには、
「譲渡担保設定者である滞納者は、滞納額がいかに多額であっても、担
保権の実行がされる前は、担保権者から付与された取立権に基づいて現
実に発生した債権を自由に回収し続けることができ、譲渡担保権利者が
担保権の実行をしない限り継続することができる事態が発生する」こと
を問題点として指摘している。
法定納期限等以前に設定された担保権について、国税に優先する効力
が認められる根拠は、納税者と取引をする第三者の予測可能性の確保と
いう点にあり、その意味では、集合債権譲渡担保についても、法定納期
限等という予測可能性が確保される時期を基準として優劣を決するのが
相当であると解されるが、上記⑴で確認したとおり、現行国税徴収法２４
条に定める譲渡担保権者の物的納税責任は、劣後譲渡担保のみを対象と
しており、優先譲渡担保については、完全に物的納税責任による国税債
権との調整の対象外となっている。その理由が、財産権の移転という譲
渡担保の法形式を尊重し、国税滞納処分による私法秩序への介入の影響
を最小限のものとするためであることは、既に述べたとおりであるが、
優先譲渡担保すべてが適用対象外となっている以上、集合債権譲渡担保
のみならず、不動産・動産等を対象とする譲渡担保の場合にも、優先譲
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渡担保に対する徴収不能という同様の問題が生じることが考えられる。
しかしながら、優先譲渡担保について、抵当権に準じてその優先範囲を
画するものとしたとしても、国税の回収が可能なのは、あくまでも譲渡
担保財産から優先譲渡担保の被担保債権額を控除した残余部分のみであ
るから、被担保債権の額と譲渡担保財産の価値との差額が生じる場合に
は、あえて物的納税責任という形で譲渡担保権者に財産権が帰属した譲
渡担保財産を滞納処分の対象とするまでもなく、譲渡担保設定者である
納税者が譲渡担保権者に対して取得する清算金の支払請求権を差し押さ
えることで、滞納国税の徴収手段を確保することが可能である。また、
優先譲渡担保を適用対象外としたことには、先行の担保権者としての優
先性が認められるべき範囲は、徴収法上の問題として解決を図るべきも
のではなく、むしろ、譲渡担保に関する私法上の調整法理の発展に、そ
の解決を委ねるのが望ましいとの考えがあったとされているが（１２）、実
際、物的納税責任制度が導入された昭和３５年以降、少なくとも、不動
産・動産の譲渡担保については、判例法理の発展により、非典型担保と
しての一定の調整法理が生成されてきたことを受け、優先譲渡担保に関
する徴収不能が問題視される状況にはなかった。
一方、集合債権譲渡担保では、譲渡担保の目的物が債権であり、現存
する目的物の物権移転の形をとる動産・不動産といった有体物の譲渡担
保の場合とは異なり、未発生の将来債権のまま、債権譲渡という準物権
行為により譲渡担保の設定を行うことができることから、その設定対象
が非常に広範なものとなりうるほか、譲渡対象債権からの取立という形
で、目的物の換価手続きを経るまでもなく、被担保債権の回収が可能で
あるため、動産・不動産の譲渡担保とは、その実行に関する考え方も異
なるものとなりうる。そのため、先行の担保権者としての優先が認めら
れる範囲や被担保債権を超える担保価値の清算の問題についても、こう
した特徴を踏まえて検討する必要がある。
冒頭で述べた平成１９年判決や平成１１年判決、平成１３年判決といった一
連の最高裁判例によって、将来債権譲渡の有効性の判断にあたり、対象
⑿ 吉国・精解２７３頁
《論 説》
４８４（１８３）
債権の発生可能性は問題とならないこと、担保目的の譲渡であるか否か
を問わず、将来債権譲渡について、確定日付ある通知・承諾により有効
に第三者対抗要件を具備することができること、対抗要件の効力は、対
象債権の発生を待つことなく、通知・承諾時に認められることは、既に
確定した判例法理となっており、こうした判決を受け、借り手の将来の
収益を担保とした、いわゆるキャッシュフローファイナンスも定着しつ
つある。また、平成１６年の債権譲渡特例法の改正では、第三債務者不特
定の状態での第三者対抗要件の取得が認められるに至っており、こうし
た法的基盤の整備を背景に、集合債権譲渡担保は、将来の事業収益から
生じる債権を包括的に担保する金融手法の一つとして、長期間にわたる
大規模な融資への活用が期待されている状況にある（１３）。融資規模が拡大
すれば、当然、被担保債権の回収期間も長期間にわたるものとなり、根
譲渡担保であれば、上限枠内での再融資が繰り返されることになる。仮
に、その間に国税の滞納が発生したとしても、上記判例法理によれば、
法定納期限等に先立ち、未発生の将来債権の段階で一括して対抗要件が
具備されていれば、譲渡担保財産への滞納処分を受けることはない。既
に確認したとおり、優先譲渡担保に対する徴収不能は、国税徴収法２４条
が劣後譲渡担保のみを適用対象としている結果、生じる問題であって、
これを同条の解釈論によって克服しようとした平成１６年東京高判が批判
を免れないことは多くの論者が指摘しているとおりであるが、動産・不
動産を対象とした従来の譲渡担保とは異なり、法定納期限等に先行して
設定された集合債権譲渡担保に対しては、被担保債権を超える部分に対
しても何ら有効な追求手段はなく、深刻な徴収不能の問題を容認するこ
とにもなりかねないとすれば、同判決の「私人間の契約によって、無限
定に国税債権の確保ができない財産が創出される」との問題意識自体は、
必ずしも的外れなものではない。
もちろん、集合債権譲渡担保についても、清算金の支払請求権の差押
⒀ 江口直明「将来債権譲渡担保に対する国税徴収法２４条の物的納税責任の
優先―東京高判平１６．７．２１キャッシュフローファイナンスの危機―」金法
１７３９号（２００５）１２頁
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えという徴収方途を検討することは可能であるが、いわゆる事業収益型
担保においては、担保権の実行よりも事業継続による回収が選択される
傾向があり、実行時期についての見込みがたたないという意味では、そ
の実効性は決して高いものではない。また、債権の譲渡担保では、債権
質と同じく（民法３６６条１項、２項）、譲渡担保の実行として、目的債権の
弁済期到来を待って、自己の債権額に見合う限度で取り立て、弁済充当
することができるにとどまるとの解釈も可能であるから（１４）、そもそも清
算の問題は生じず、現行の国税徴収法２４条の追求対象とはならない優先
譲渡担保への徴収手段として、不動産や動産の譲渡担保の場合に有効で
ある清算金の支払請求権の差押えという方法は、集合債権譲渡担保には
妥当しない可能性がある。
こうした現行法上の問題点については、解釈論上の問題としてではな
く、立法論としての検討が不可欠であり（１５）、優先譲渡担保を物的納税責
任による調整の対象外とする現行国税徴収法２４条の適用要件そのものが
見直される必要がある。但し、現行法が優先譲渡担保を国税徴収法２４条
に定める物的納税責任の追求対象としなかった最大の理由が、私法秩序
の尊重のためであったことに鑑み、物的納税責任の適用要件の見直しに
あたっては、徴収上の観点からだけではなく、私法上の観点からも、そ
の妥当性について十分に検討されるべきであることはいうまでもない。
以下、近時の金融実務における取組みや、集合債権譲渡担保をめぐる
学説の状況を整理した上で、私法上の議論との整合性の維持という観点
から、法定納期限等以前に設定された集合債権譲渡担保について、物的
納税責任の適用範囲を拡張することの妥当性を検討する。
３ 集合債権譲渡担保に関する近時の議論
⑴ 事業収益型担保への移行に向けた取組み
平成１５年、不動産担保重視の金融から脱却し、事業収益重視の融資へ
⒁ 道垣内弘人『担保物権法〈第三版〉』（２００８）３４５頁
⒂ 増田・前掲注３・２６２６頁、
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移行することが経済産業省により提唱され、平成１６年には事業用資産を
一括して担保にするための制度として、動産・債権譲渡登記制度が創
設・整備されるに至っている。長年の課題であった法的インフラの整備
により、わが国における企業金融を取り巻く環境は、大きな変化の時期
を迎えているが、事業収益重視の融資への移行のため、着目されたの
が、１９７０年代から米国で普及しているABL（Asset Based Lending）と呼ば
れる融資手法であり、近時の金融庁による中小企業金融再生に向けた取
組みにおいても、ABLの開発・普及が大きな課題とされている（１６）。
わが国におけるABLの定義は必ずしも確立している状況にはないが、
概ね「動産・債権等の流動資産を担保とし、担保資産をモニタリングし、
融資を行う手法」と定義されており、典型的には、「原材料・在庫商品
等（在庫動産）→売掛金債権（将来債権）→預金（回収金）」という債務者の事
業用流動資産の循環構造に着目し、在庫動産について集合動産譲渡担保
を設定するとともに、売掛金債権について集合債権譲渡担保を設定する
という形で組成される循環型ABLと呼ばれる手法がとられている（１７）。
ABLで譲渡担保制度が利用される理由は、譲渡担保の対象とすること
ができる資産が多岐にわたり、設定者（債務者または物上保証人）が、譲
渡担保権設定後も、対象資産を占有・利用することが可能であるという
点にあり（１８）、事業サイクルの中で消滅・発生を繰り返す売掛金債権を一
括して担保として捕捉する集合債権譲渡担保は、ABL取引の一つとし
⒃ 地域の面的再生の手段としてのABLについて、田村耕一「貸出・資金調
達における担保の機能から見た実体的権利の再検討―『生かす担保』の理
論的基礎のために―」熊本ロージャーナル７号（２０１２）１８５―１８６頁
⒄ 中島弘雅「ABL担保取引と倒産処理の交錯―ABLの定着と発展のために」
金法１９２７（２０１１）７１頁。集合債権譲渡担保と集合動産譲渡担保を一体的ない
し包括的に対象とするABL実務からすれば両者を区別して論じることには
違和感があることも指摘されているところであるが（池田真朗「ABL―『生
かす担保』後の展開と課題」NBL９７５（２０１２）３６頁）、本稿では、集合動産譲
渡担保に関する問題については、検討の対象外とし、集合債権譲渡担保と
の対比で必要な範囲でのみ言及する。
⒅ トゥルーバグループホールディングス編『アセット・ベースト・レンディ
ングの理論と実務』（２００８・金融財政事情研究会）４１頁
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４８１（１８６）
て、わが国における金融政策上、重要な役割を担っている。
事業収益重視の融資への転換が図られる中、担保概念の理解について
も変容が求められており、担保の機能面に着目した分析・検討が試みら
れている。法律学における伝統的な担保概念によれば、担保とは、債権
の優先的な弁済を確保する手段であり、その本質的な機能は優先弁済権
にあるとされてきたが（１９）、近時の研究では、この①優先弁済機能に加え
て、②倒産隔離機能、および担保設定による債務者への③支配・管理機
能が重要な意義をもちうることが指摘されている（２０）。
在庫動産や売掛金債権などの事業用資産を構成する財産を目的物とし
た、いわゆる事業収益型担保では、債務者の特定の事業を一体的に把握
し、それを包括的に担保化することで、債務者に対するモニタリング機
能の向上等を図ることができるほか、担保の目的を包括的に捉えること
により、継続企業価値を把握することができ、その結果、捕捉し得る目
的物の価値が向上することから、債務者の資金調達余力が拡大しうると
いうメリットがある（２１）。すなわち、事業収益型担保では、上述した担保
の機能のうち、支配・管理機能が、債権者・債務者双方にとって重要な
意義を持つものとなっており、今後の議論の方向性として、実行を前提
とするのではなく、支配・管理機能に重点を置いた担保＝「生かす担保」
への発想の転換を図るべきであることが、池田真朗教授により提唱さ
れ、その後の議論にも影響を与えている（２２）。
池田教授は、従来の「回収・清算のための担保」では、優先的により
⒆ 林良平「担保の機能」加藤一郎・林良平編『担保法大系［第一巻］』（金融
財政事情研究会・１９８４）」６０頁
⒇ 森田修「アメリカにおける『DIP融資者の優越』―〈機能としての担保の
契約による創出〉のための覚書」平井宣雄先生古希記念『民法学における
法と政策』（有斐閣・２００７）４２０頁
21 債権管理と担保管理を巡る法律問題研究会（以下、「研究会」という）「担
保の機能再論―新しい担保モデルを探る―」金融研究２００８年１２月・３１頁
22 池田真朗「ABL等に見る動産・債権担保の展開と課題―新しい担保概念
の認知に向けて」伊藤進先生古希記念「担保制度の現代的展開」（２００６）２７９―
２８１頁
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多く債権を回収できる担保が、「強い担保」であり「良い担保」とされ
てきたのに対し、これからの新しい担保のあり方としては、「債務者の
経済活動を存続するための担保」、すなわち、債務者をつぶさずにその
事業活動を存続させることができるものこそが「良い担保」と評される
べきであり、「終わらせる担保」から「生かす担保」への発想の転換を
強調する。そして、管理機能を重視した「生かす担保」により、債務者
たる被融資者と融資者の「共生」を図ることが、これからの事業収益型
担保において実現すべき課題であるとされる（２３）。将来債権及び将来動産
を含む事業収益を構成する財産を担保とする場合、事業の継続の可否に
関する判断は担保権者に委ねられており、担保権者との事業再生のため
の「再交渉」は、債務者の事業継続にとって、極めて重要な意義を有す
ることになるが、再生が十分に見込めるものであれば、担保権を実行し
ないことが、債務者の再建にとって望ましい結果となるばかりではな
く、担保権者にとっても、結果的には優先弁済確保機能の実現につなが
りうる（２４）。こうした考え方は、近時の金融実務でも、その実践が模索さ
れているところであり（２５）、債務不履行発生時においても、あくまでも事
業継続を前提として、被担保債権の回収を図ることが、予め企図されて
いるケースも少なくないとされる（２６）。
もっとも、「生かす担保」として、いかに綿密に設計されたものであっ
たとしても、担保である以上、債務者の事業の破綻による「実行」の問
題は、必ずしも回避できるものではない（２７）。担保の倒産隔離機能の意義
23 池田・前掲注１７・４１頁
24 研究会・前掲注２１・４０頁
25 池田・前掲注１７・３６頁
26 江口・前掲注１３・１３頁は、将来の売電収入債権を担保に発電所の建設資
金を融資するケースを例に「プロジェクトファイナンスの場合、債務不履
行が起こったからといって、抵当権を実行して競売代金から融資金額を回
収するような行動は通常取らない。発電所を競売で売却しても二束三文で
しか売却できないので、むしろ借入先の株式を新しいスポンサーに購入し
てもらい、発電事業を継続してもらって、将来の売電収入から融資の残金
を返済してもらうことを考える」とする。
27 池田・前掲注１７・３５頁
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は、担保を利用する債権者（担保権者）が担保権を実行するにあたって、
倒産手続に拘束されないことにあり、こうした倒産隔離機能は、倒産手
続きに巻き込まれるコストを一定程度低減しうるものといえる。事業収
益型担保では、その目的財産が、債務者企業が事業を正常に展開してい
く過程で生み出される収益であることから、債務者の事業リスクが担保
価値に直結しており、その実行時期によっては、担保物の価値の変動も
極めて大きなものとなる。そのため、倒産手続きに拘束されずに、債権
者の事情に応じて、担保権を実行する時期（換価時期）を選択しうること
は、担保権者にとって、極めて重要な意味を有している（２８）。但し、わが
国の倒産法制は、倒産隔離機能を認める倒産手続（破産手続と民事再生手
続）と認めない倒産手続（会社更生手続）を併存させるものとなっているか
ら、倒産隔離機能を認める破産手続や民事再生手続においても、債務者
の清算や再建の目的を達するため、担保権者に一定の制約が課されるこ
とは不可避であり、倒産隔離機能がどこまで認められるべきかという点
も、「生かす担保」の実現に向けた論点の一つとなっている。
⑵ 集合債権譲渡担保をめぐる学説の状況
平成１９年判決では、集合債権譲渡担保の法的構成に関し、直接的な言
及はされておらず、どのような解釈が取られるべきかは、今後の議論に
委ねられているところであるが、同判決に関する学説の評価は、①同判
決は、目的債権の移転時期が譲渡担保設定時（もしくは、その対抗要件具
備時）であるとの解釈を前提としたものであり、集合債権譲渡担保につ
いては、権利移転構成をとることが判例の立場と整合的であるとするも
の（２９）と、②同判決は、あくまで徴収法２４条の解釈を示したにとどまるも
のであり、未発生の将来債権について、必ずしも対抗要件が具備された
設定契約時点で目的債権の権利移転がなされていると解されるわけでは
ないとするもの（３０）とに分かれている。
28 研究会・前掲注２１・１８頁
29 池田真朗・NBLコメント１５頁ほか
30 千葉恵美子・NBLコメント４５頁ほか
《論 説》
４７８（１８９）
前者の見解は、対抗要件が「権利移転の公示」をする手段である以上、
権利移転の効力は債権譲渡の時点で生じていなければならないとの解釈
を前提に、判例が将来債権の真正譲渡と譲渡担保の対抗要件の効力とを
区別していない以上、債権譲渡契約がなされたのであれば、それが真正
譲渡であろうと譲渡担保であろうと、そこで債権は譲渡された、という
考え方―つまり債権譲渡担保についていえば、いわゆる権利移転構成―
がとられていることは明らかであり、権利移転後は譲渡担保権者が債権
者となることについて、真正譲渡との区別はないとする（３１）。これに対
し、後者の見解では、譲渡担保の設定通知による対抗要件の効力は、担
保目的債権に譲渡担保権が設定されていることを外部に知らせる方法で
あり、かつ第三者に対する関係で、「担
 
保
 
権
 
者
 
たることを主張できるの
にとどまる」との解釈を前提に、真正の債権譲渡が行われた場合と比較
すると、設定通知の対抗力は対第三債務者に対する対抗要件の一部しか
具備しておらず、対抗要件を具備した担保権者であっても、担保権の実
行がなされるまでは、当該債権の弁済を請求できる資格が認められるわ
けではないとする（３２）。
両者の最大の対立点は、集合債権譲渡担保の対抗要件の効力をどのよ
うなものと解すべきかという点にあり、上記②の解釈をとる学説では、
判例はあくまで「指名債権譲渡の対抗要件（４６７条２項）の方
 
法
 
によって、
集合債権譲渡担保の第三者対抗要件を具備することができる」としてい
るにすぎず、未発生の将来債権が契約締結時点で移転しているわけでは
ないと解するのに対し、上記①の解釈をとる立場からは、「取得してい
ない権利」についての対抗要件という考え方は、判例との整合性という
点のみならず、債権譲渡法理とも相容れないものであり（３３）、動産・不動
産といった有体物と異なり、債権を有するということは、債権者である
ということとイコールであって、譲渡契約の締結によって将来債権は譲
31 池田・前掲注２９・１５頁
32 千葉恵美子「いわゆる流動型集合債権譲渡担保と対抗要件―最判平
１３．１１．２２を契機として」ジュリ１２２３号（２００２）７９―８０頁
33 池田真朗「将来債権譲渡担保における債権移転時期と譲渡担保権者の国
税徴収法２４条による物的納税責任」金法１７３６（２００５）１４頁
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４７７（１９０）
渡人の財産から分離されているということが強調されている（３４）。仮に、
この解釈を貫き、未発生の将来債権を対象とした集合債権譲渡担保につ
いても、個別債権の債権譲渡の場合と同様の解釈が妥当することを判例
も当然の前提としているもの（３５）と解するとすれば、集合債権譲渡担保に
は極めて強力な効力が認められるということになるが、この点について
は、集合債権譲渡担保の設定契約の段階で目的債権の確定的な権利移転
が生じるとの解釈を支持する学説からも、「将来債権の譲渡によって債
権発生時には、当初から譲受人を債権者として当該債権が発生してい
る」と考えるとしても、債権発生前の段階において、「移転しているの
は本当に債権なのか、むしろ、一定の条件の下で債権者として債権を原
始的に取得するという法的地位なのではないか」という問題が残り、発
生原因から切り離された抽象的意味での債権を観念するということ自体
が多方面から反省を迫られていることに鑑みても、慎重に検討すべき問
題であるとされているほか（３６）、「将来債権の担保目的での現在処分」を
承認することは、比較法的な観点からも、その妥当性について、疑問が
呈されていることは、冒頭でも述べたとおりである（３７）。
34 道垣内弘人「将来債権譲渡担保における債権移転時期と国税徴収法２４条
による譲渡担保権者の物的納税責任」金法１７４８（２００５）３２頁。潮見佳男「将
来債権譲渡担保と国税債権の優劣」NBL８５６号（２００７）１６頁も「所有権の移転
時期については、早くとも物の発生時点であるというべきであるのに対し
て、債権の譲渡の場合には、債務者から給付利益を受けることができると
いう観念的な地位の移転が目的とされているものである以上、いかにこの
契約が準物権行為と呼ばれるものであるとはいえ、有体性の観点からの制
約を受けず、したがって、その地位の現実化を意味する譲渡債権の具体的
な発生（将来債権の現在かということもできよう）を待つまでもなく、債権
譲渡の合意時にすでに、譲渡対象となった債権が具体的な価値を持つ客体
として把握され、未発生のものであっても譲受人に移転しているものとみ
ることができるし、それが取引の実態にも適合している（債権譲渡特例法に
おける債権譲渡登記の制度にも合致する）」とする。
35 潮見佳男「担保のためにする債権譲渡における債権の帰属変更と第三者
対抗要件」道垣内弘人ほか編『信託取引と民法法理』（有斐閣・２００３）８０頁
36 道垣内弘人・NBLコメント４７頁
《論 説》
４７６（１９１）
集合債権譲渡担保の客体たる債権群をどのようなものと捉え、その効
力が及ぶ範囲を具体的にどのように画するべきか、という点について
は、いまだ見解が確立している状況にはなく、平成１９年判決後に残され
た最大の論点の一つとなっている。集合債権譲渡担保の効力をさらに強
固なものとする方向で議論をすすめていくべきなのか、あるいは、その
効力を合理的な範囲にとどめることを重視するべきなのか、いずれの方
向性を選択し、具体的にどのような取扱いがされるべきであるのかは、
今後の我が国における担保法・債権法の制度設計を見据え、多角的な観
点から慎重な検討を要すべき問題であり（３８）、本稿での検討範囲を超える
ものとなるが、少なくとも、集合債権譲渡担保において譲渡契約時点で
対抗要件の効力が認められることは、必ずしも真正譲渡としての権利移
転を前提としたものではなく、担保としての対抗要件であるとの解釈を
とるとしても、一連の最高裁判例とも矛盾するものではないということ
について、私見は、上記②の解釈を支持し、譲渡担保設定契約による担
37 森田修・前掲注２・６２頁。千葉・前掲注３０・４５頁は、将来債権の現在譲
渡に確定的な権利移転の効力を認めることについて、「個別債権が発生する
までは当該債権について第三者対抗力が生じているとはいえないのに集合
債権の譲渡担保の対抗要件である『設定通知』にいわば順位保全効を認め
るのに等しいことにな」り、債権譲渡登記でさえ、このような効力が認め
られていないことからすると、「目的債権に将来債権が含まれる場合には、
個別債権の発生時期からではなくて、設定時まで遡って第三者対抗要件が
具備されている」との構成をとることの危うさが認識できるとする。
38 石口修「集合債権譲渡担保の対抗要件と目的債権の移転時期―最高裁平
成１９年２月１５日判決を契機として―久留米大学法学５８号（２００７）１７２―１７３頁
は、集合財産の譲渡担保は、「担保権者に非常に有利に制度設計された担保
であるという点を十分に考慮した上で今後の理論構成を考えていかなけれ
ばならない」とする。一方、今尾真「将来債権譲渡と流動債権譲渡の譲渡
担保に関する考察」―『流動財産担保』論の構築へ向けての提言」下森定
先生傘寿記念『債権法の近未来像』（酒井書店・２０１０）１７７頁は、集合動産譲
渡担保においては、譲渡担保の効力を弱める方向で判例・学説が展開され
ているのに対し、同じ流動財産にあって、流動債権の譲渡担保についての
み、効力強化の方向での議論ばかりが目立つのは、いかにもアンバランス
であり、逆の方向での議論も必要であることを指摘する。
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４７５（１９２）
保のための譲渡と、真正譲渡とを別異に解する余地がありうるものと考
える（３９）。
確かに、債権譲渡の場合、「債務者から給付利益を受けることができ
る」という観念的な地位の移転を目的とするものであるから、未発生の
将来債権であっても、譲渡の合意時点において、譲渡対象となった債権
を具体的な価値を持つ客体として把握することができ、この点で、所有
権の移転という物権行為を前提とした有体物の譲渡担保と債権の譲渡担
保とは大きく異なる。また、譲渡担保の設定契約の際に、私的実行まで
の間、第三債務者からの債権回収・取立権限を当事者間の合意により設
定者にとどめておくことで、担保的制約を付することも可能であるか
ら（４０）、そもそも、担保権的構成をとる意義に乏しいと考えることもでき
よう。
しかしながら、当事者間で合意されているのは、あくまで担保のため
の譲渡であって、実行段階まで設定者の下にとどめられているのは、単
なる取立権というよりもむしろ、設定者の事業活動の対価として、取引
先である第三債務者に対して有する「債権者としての地位と一体となっ
た債権そのもの」と見るのが当事者の意思に沿うものであると解され
る（４１）。そうであるとすれば、債権の譲渡担保においても、「実行手続」
39 高田千早「会社更生手続・民事再生手続開始後に発生する将来債権の譲
渡担保の効力―将来債権譲渡担保における債権の移転時期の検討を中心と
して―」法律実務研究２２号（２００７）７５―７９頁は、学説上多くの支持を集め、近
時の一連の最高裁判決の理論的基礎となった高木多喜男教授論文（高木多喜
男「集合債権譲渡担保の有効性と対抗要件（上）（下）」NBL２３４号８頁、２３５
号（１９８１）２３頁）においても、将来債権譲渡における債権の移転時期を対象債
権の発生時としつつ、通知時に対抗力が生じるという解釈論が展開されて
おり、多くの学説は、基本的に高木多喜男教授論文を引用しつつ、債務者
＝インフォメーションセンターという債権譲渡通知・承諾の機能と実務上
の必要性とを強調して、債権移転の効力が発生していなくても、対抗要件
の効力発生を観念してよいという論を展開してきたことに着目し、むしろ、
「取得していない権利についての対抗要件」・「権利保全的対抗要件」とい
う概念こそが、債権譲渡法理において形成されてきたものとする。
40 潮見・前掲注３４・１６頁
《論 説》
４７４（１９３）
を経て初めて確定的な権利移転がなされることには、対外的な効力の問
題としてのみならず、当事者の合理的意思の尊重という点でも、実質的
な意義が認められるものと考える（４２）。
⑶ 集合債権譲渡担保の実行
動産・不動産の譲渡担保における私的実行とは異なり、集合債権譲渡
担保の実行方法は第三者への債権売却よりもむしろ、譲渡担保権者が第
三債務者から直接取り立てる形をとるのが通常であり（４３）、①取立委任の
解除、②債務者に対する対抗要件の具備、③第三債務者からの回収、④
回収金の弁済充当という一連の流れによって、担保権が実行される（４４）。
集合債権譲渡担保の実行手続に関して問題となるのが、清算手続きの
要否と実行の終期という点であり、債権譲渡担保についても、債権質と
同じく（民法３６６条１項・２項）、自己の被担保債権額に見合う限度で取り
立て、弁済充当することができるにとどまるものとみれば、動産・不動
産の譲渡担保において問題となるような清算手続きを要することな
41 千葉・前掲注３２・７９頁「設定通知の対抗力がこのように限定されるのは、
対第三債務者に対して流動型集合債権譲渡担保権を対抗できないのではな
く、対抗する担保権が、担保権実行まで担保権者から第三債務者に対する
債権の行使を制限し、第三債務者から担保権者への弁済を禁止する点を内
容としているからにほかならない」
42 今尾・前掲注３８・１６１頁、１７４頁は、「不動産・動産などの有体物に関する
譲渡担保については、担保目的での所有権移転ということをめぐり、永年
月日をかけて議論が相当深化してきたことも対比してみれば、債権の譲渡
担保にあっては債権譲渡方式をとるので債権は確定的に移転するというの
はいかにも形式的すぎるように見受けられる。しかも、譲渡担保である以
上は、実行概念が不可欠であるところ、設定契約によって目的債権が確定
的に譲渡担保権者に帰属するというのは、論理に飛躍がありすぎるであろ
う」とし、「債権の譲渡担保についてのみ、実行概念が不要であること（債
権譲渡法理に依拠して問題解決を図ること）の実質的意義が明らかにされな
ければならない」とする。
43 伊藤達哉「ABLの有事における実務対応上の課題」事業再生と債権管理１２４
（２００９）２２頁
44 東京地判平１６．２．２７金法１７２２号９２頁
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４７３（１９４）
く（４５）、担保権の実行手続は直ちに終了すると解することができる。
しかしながら、集合債権譲渡担保においては、実行段階まで設定者に
取立権が留保されるのが一般的であり、設定者の取立権を容認すること
は、担保権者が担保目的債権から貸付債権を回収しようとしたところ、
担保目的債権が既に消滅しているというリスクを伴うものであるから、
そのリスクをカバーするため、債権群を一括担保化するに際しては、必
然的に、被担保債権の額に比して多額の債権を担保目的債権とすること
によって、対処せざるをえないものとされている（４６）。被担保債権額を超
える多額の債権が担保として提供されている以上、いかに債権譲渡担保
が特殊であるとはいっても、清算義務が否定されるいわれはない（４７）。
また、債権質に準じ、被担保債権に見合った金額で取り立てるものと
解するとしても、譲渡担保権者による取立は、あくまで被担保債権への
充当のために、目的債権を担保権者として取り立てるものであって、担
保設定者は、被担保債権が残存する限り、その債務を弁済して目的債権
の完全なる債権者の立場を回復することができるものと解されるから、
被担保債権の弁済が終了するまでは、担保権の実行手続が終了すること
はないものと考えられる。あるいは、譲渡担保権者が目的債権の完全な
債権者となり、その上で清算義務が生じると解する場合についても、金
銭債権の不確実性から、実際に取り立てた後に清算義務が発生すること
は避けられないものであるという点に着目すれば、それまでの間、実行
手続も終了していないものと考えるのが妥当であろう（４８）。
４ 物的納税責任の適用範囲の拡張に関する若干の考察
以上、みてきたとおり、集合債権譲渡担保は、債権者・債務者の双方
45 道垣内・前掲注１４・３４５頁
46 千葉・前掲注３２・８０頁
47 山野目章夫・NBLコメント６３頁
48 小林信明「担保権実行手続の中止命令の適切な利用―非典型担保への類
推適用」事業再生研究機構編『民事再生の実務と理論』（商事法務・２０１０）４４
頁。
《論 説》
４７２（１９５）
が、事業継続によって共存共栄を図ることができる極めて有用な融資手
法の一つとして、今後の利用拡大が見込まれている。一方、現行の国税
徴収法２４条に定める譲渡担保権者の物的納税責任は、劣後譲渡担保のみ
を対象としたものとなっていることから、法定納期限等に先立ち、将来
債権として包括的な対抗要件を具備した集合債権譲渡担保については、
国税徴収法が採用した法定納期限等と担保の設定時を基準とした優劣の
調整が一切及ばないという問題が生じている。以下では、国税徴収法２４
条の適用要件の改正により、法定納期限等以前に設定された優先譲渡担
保に対し、物的納税責任を拡張することの妥当性と優先譲渡担保に物的
納税責任を拡張した際の具体的な調整案について検討する。
⑴ 集合債権譲渡担保と国税徴収法２４条の物的納税責任
集合債権譲渡担保を含む事業収益型の担保では、債務者の事業の維
持・発展・拡大によって、その担保価値が最大化されるものであること
から、担保権の実行よりもむしろ、事業活動の継続という方向性を選択
することが、債権者・債務者の双方にとって望ましいものであるとされ
る（４９）。もちろん、担保権は、被担保債権の弁済を確保するための法律上
の権能であり、したがって、被担保債権の弁済期が到来したときに債務
者の資力が不十分であるか、または不十分であることが予測されるとき
には、直ちに目的物の換価を実行し、優先弁済を受けることを担保権者
が期待し、また設定者もそれを受忍すべきものであるから（５０）、事業収益
型担保についても、担保毀損のおそれと事業停止のおそれを天秤にかけ
49 須藤正彦「ABLの二方面での役割と法的扱い―事業再生研究機構編『ABL
の理論と実践』を読んで―」NBL８７９号（２００８）３７頁は「金融機関自体も、継
続企業として収益基盤を強化しなければならない存在なのであって、貸出
先債務者から、清算換価価値によって回収して一人の顧客を失うよりも、
貸出先企業に存続してもらい、長きにわたって収益弁済を受けた方が回収
額も大きいし、利益が大き」く、ABLの本来的な仕組みから「ABL債権者
は、―設定者に経営難という事態が生じようとも―売掛債権や在庫品の清
算価値で回収できる見通しがある限りにおいて、ニューマネーの貸付けを
反復するものである」とする。
集合債権譲渡担保の優先性と物的納税責任の適用範囲の拡張に関する一考察
４７１（１９６）
つつ、債務者の収益回復可能性が低いことが見込まれる場合には、担保
実行すべきかどうかの判断が必要になってくる局面があることはいうま
でもない。しかしながら、事業収益型担保の最大の問題は、借り手が有
事に陥った肝心の場合に、流動資産の担保価値が、不動産担保融資等の
従来の担保手法と比較して、よりシビアに業績に連動して下がるという
点にあり、有事における担保実行が事業の停止に直結するものとなりう
る（５１）。そのため、被担保債権の回収を確実なものとするためにも、債務
者の事業活動の再建のためにも、担保実行をすべき局面か否かについて
は、慎重な判断が求められる。倒産法分野では、手続開始決定後に発生
した将来債権が集合譲渡担保の目的物となっている場合の取扱いが論点
の一つとなっており、集合債権譲渡担保の効力が無限定なものとなるこ
とを回避するため、手続開始時等、一定の時点で実行を擬制し、担保物
の流動性を絶つ「固定化」の必要性が議論されてきたが、設定者が取得
する将来債権について譲渡担保が設定され、第三者対抗要件が具備され
ていれば、再生債務者や管財人に第三者性が認められるにしても、将来
債権に対する譲渡担保の効力が切断されるべき理由はなく（５２）、手続開始
を理由に担保権の効力を制限し、実行が強いられる結果となることは、
事業再生等の観点からも望ましくないとして、消極に解される傾向にあ
る（５３）。
国税徴収法２４条では、譲渡担保権者への告知後、１０日を経過しても物
的納税責任に係る滞納国税の納付がなければ、譲渡担保財産への差押え
という滞納処分が執行される（国税徴収法２４条３項）。現行法では、物的
50 伊藤眞「集合債権譲渡担保と民事再生法手続上の中止命令」徳田和幸ほ
か谷口安平先生古希祝賀『現代民事司法の諸相』（成文堂・２００５）４４８頁は、
「担保権者の優先弁済権は、単に目的物の強制的換価を実現する権能だけ
ではなく、もっとも有利な時期にその権能を発動できる法律上の地位に
よって支えられて」おり、「担保権者が適切な換価の時期を選択できなけれ
ば、担保権の優先弁済権は実際上その価値を損なわれる」ことを指摘する。
51 伊藤（達）・前掲注４３・１８頁
52 伊藤眞「集合債権譲渡担保と事業再生型倒産処理手続再考―会社更生手
続きとの関係を中心として」法曹時報６１巻９号（２００９）１４頁
《論 説》
４７０（１９７）
納税責任の対象は、あくまで劣後譲渡担保に限られており、国税徴収法
が採用した担保権者の予測可能性の確保という観点からも、設定時にお
いて既に存在していた国税債権によって、滞納処分が執行されることに
なったとしても、必ずしも不当なものとはいえない。これに対し、現行
の国税徴収法２４条の適用要件を改正し、優先譲渡担保についても物的納
税責任を拡張する場合、優先譲渡担保権者としては、事後の滞納発生に
ついて設定時に予測することは不可能であり、担保設定後の後発的な滞
納発生の場合についても、物的納税責任の対象となるというリスクを負
担することになった場合には、集合債権譲渡担保の担保価値が大きく低
下することも懸念される（５４）。また、ひとたび滞納処分が執行されれば、
債務者の事業継続が一定のダメージを受けることは必至であり、そのダ
メージが事業活動の継続にとって致命的なものとなることも当然ありう
る。そうしたダメージが深刻なものであるからこそ、集合債権譲渡担保
についても、権利移転構成による債務者の責任財産からの分離によっ
て、後発的な事情に影響されないことが志向されてきたのであり、債務
者の事業継続を前提とした金融取引への移行が大きな課題の一つとされ
ている近時の金融実務の状況に鑑みれば、物的納税責任の適用範囲を優
先譲渡担保に拡張すること自体が、そうした議論の方向性に逆行し、著
しく妥当性を欠くものであるとの見方もできよう。
もっとも、既に確認したとおり、国税徴収法２４条に定める物的納税責
任の制度は、あくまで法定納期限等と設定年月日の先後を基準に担保権
者との優劣を決するという現行国税徴収法における担保権者との優劣決
定の原則を譲渡担保にも貫くために採用されたものであり、先行の優先
53 伊藤（達）・前掲注４３・２４頁「別除権の行使が認められている手続ではい
つ行使するかは原則として担保権者の任意であり、これを倒産法の定めて
いない固定化事由により制約すべきでないこと、従前の営業循環に基づく
補償関係の維持が見込まれる再建型手続では固定化を生じさせないほうが
事業再生に望ましいことから否定に解すべきである。」
54 江口直明・NBLコメント２１頁「将来の予測が不可能な場合、当該担保の
価値評価が難しくなり、その価値に依拠することはできず、借入人はせっ
かくの潤沢なキャッシュフローを有効利用できないことになる。」
集合債権譲渡担保の優先性と物的納税責任の適用範囲の拡張に関する一考察
４６９（１９８）
譲渡担保権者が、この優劣決定の原則に従い、私的実行に代わる一連の
滞納処分の手続きの中で、滞納国税に優先し、第一順位で配当を受けう
るという意味では、優先債権者として把握していた担保価値が、滞納処
分によって影響を受けることはない（５５）。問題は、滞納処分の執行による
債務者の事業継続への影響と、債務者の事業継続を前提に、既貸付部分
はもちろん、それ以上の収益性を見込んで融資を行っていた譲渡担保権
者の思惑を無視し、譲渡担保権者自身の意図とは異なる時期に、異なる
形で、譲渡担保の実行を強いられたのと同じ結果になるという点であ
り、担保設定時点において、譲渡担保権者側が予測することのできない
滞納処分のリスクを受忍しなければならないことが、集合債権譲渡担保
の活用範囲を狭める可能性は否定できないであろう。
しかしながら、国税徴収法２４条により譲渡担保財産への滞納処分が行
われるか否かについて、必ずしも譲渡担保権者側に選択の余地がないわ
けではない。先に確認したとおり、同条による滞納処分は、譲渡担保権
者への告知を経て行われるものであり、譲渡担保権者は、告知を受けた
物的納税責任に係る滞納国税相当額を債務者＝滞納者に追加融資し、滞
納国税を完納させることで、差押処分を回避することも、理論上は十分
可能であるから、担保権者としては、今後の事業継続を維持すること
が、最善であると判断した場合には、告知後の速やかな納税により滞納
処分を回避することで担保価値の毀損を免れ、引き続き事業収益から被
担保債権の回収を図るという方向性を選択すればよいということにな
る。すなわち、差押えによる担保価値の毀損を免れた事業収益の中か
ら、被担保債権の回収を図るべきなのか、あるいは、譲渡担保財産への
滞納処分を受忍し、そこから被担保債権の回収を図るべきなのか、その
判断は、まさに担保権者自身に委ねられているのであり、そうであると
55 集合債権譲渡担保では被担保債権を超える担保が提供されているのが通
常であることは３⑶で述べたとおりであり、仮に滞納処分の結果、優先債
権額を超える見込みがない場合には、差押処分自体ができないもの（国税徴
収法４８条２項）とされているから、優先譲渡担保について、国税徴収法２４条
による差押処分がなされるのも、担保物の価額が被担保債権を超える場合
に限られることになる。
《論 説》
４６８（１９９）
すれば、国税に優先する集合債権譲渡担保について物的納税責任を拡張
することは、担保権の実行による従来型の回収方法を最終的な選択肢と
しつつも、可能な限り、事業継続により債権者・債務者双方の収益の最
大化を図ることを目指すという近時の金融取引が志向するものと、必ず
しも相反するものではないと考えることができよう。
なお、近時の事業収益を活用したキャッシュフローファイナンスで
は、借入人の資金使途は厳格に管理されており、租税債務の支払は、第
一順位のものとして納税準備口座に入金されるのが通常であること、ま
た、租税の滞納は融資契約上期限の利益喪失事由となっていることか
ら、債務者が譲渡担保権者を欺いていない限り、滞納の問題が生じるこ
とはありえず、融資者を欺いた借入人の滞納国税を一人譲渡担保権者が
負担しなければならないというのは不当であるとして、そもそも、集合
債権譲渡担保に対し、物的納税責任を適用することで、集合債権譲渡担
保の設定者による租税滞納の問題を解決するという方向性自体に懐疑的
な見解も少なくない（５６）。
確かに、債務者のキャッシュフローに関するモニタリングを徹底し、
健全な事業活動が維持されている限り、滞納の問題が生じる可能性は決
して高いものではないし、設定者が譲渡担保権者と通謀して、もっぱら
国税徴収を免れつつ売掛債権から取立てを続ける意図で譲渡担保を設定
するといった悪質なケースであれば、設定契約自体の効力が否定される
ことは論をまたない（５７）。そもそも、滞納発生自体が極めて例外的なもの
であって、債務者による虚偽の情報提供などが原因の悪質な事例に限ら
れるものであるとすれば、集合債権譲渡担保と国税債権の優劣の調整の
56 江口・前掲注１３・１５頁、また、池田・前掲注３３・１５頁も、平成１６年東京
高判が、譲渡担保契約の締結によって、執行不能財産が創出され、譲渡人
＝滞納者は「譲渡担保権者が担保権の実行をしない限り、自由に回収を継
続できる」ことを問題視した点について、毎月の返済条件が明定され、そ
の延滞が担保実行事由になっている上、債務者は、そのような「悠長な状
況」にあるわけではなく、「目前の国税回収にのみ力点を置く狭隘な発想で
ある」とする。
57 片山直也・NBLコメント２８頁
集合債権譲渡担保の優先性と物的納税責任の適用範囲の拡張に関する一考察
４６７（２００）
問題に関しては、物的納税責任の適用範囲の拡張を検討するまでもな
く、一般条項のみで十分に対処することが可能であり、租税債権による
私法秩序への介入を最小限のものとするためにも、一般条項に委ねるべ
き問題と考えることもできよう。
しかしながら、集合債権譲渡担保が、いかに緻密に設計され、万全の
管理体制をしいたものであったとしても、債務者が融資申込時に合意し
た返済条件に縛られた厳しい状況に置かれているからこそ、毎月の返済
がその資金繰りを圧迫する事態が生じるのであり、結果的に納税資金が
確保できずに滞納に至ることは、決して悪質な債務者に限って発生する
特異な問題ではなく、むしろ一般的な債務者における資金繰り悪化のサ
インの一つにほかならない。借り手に不正がある場合や回復不能が明ら
かである場合はもちろん、そうでなくても構造的な赤字を抱え、深刻な
運転資金需要が発生している場合には、固定資産売却や固定費用削減な
どの事業再建計画の策定と実行がなければ、融資資金が返済されない恐
れは大きくなる。担保実行による個別回収よりも収益回復の方が債権者
にとって有利となるのが通常であるとしても、租税債務の滞納などの経
営状態悪化の兆候があり、今後の収益回復可能性が低いことが見込まれ
る場合、担保権者としては、担保実行に踏み切るか否かの判断を行う必
要があることはいうまでもなく（５８）、物的納税責任が適用されるか否かに
かかわらず、租税の滞納発生に対しては、迅速に対応する必要がある。
あるいは、たまたま手持ち資金が枯渇し、滞納を発生させてしまった
が、事業継続による収益回復が十分に見込めるというケースであれば、
追加融資の方法により、滞納処分を回避することができることは既に述
べたとおりであり、譲渡担保権者には、物的納税責任の適用後もなお、
自己の責任において、収益回復か担保実行かを選択する道が残されてい
ることになる。そうであるとすれば、集合債権譲渡担保への物的納税責
任の適用自体が、譲渡担保権者の把握している担保価値を著しく損なう
ものであり、租税債権による私法秩序への過剰な介入になるとの批判
は、必ずしも妥当しないものと考える。また、一般条項による解決は、
58 伊藤（達）・前掲注４３・２０頁
《論 説》
４６６（２０１）
ごく限られた悪質な事例において論じられるべきものであって、滞納の
問題一般に当てはめることは必ずしも妥当ではなく、むしろ、一般条項
による制約が、適用要件が明確に定められた物的納税責任による制約以
上に、金融取引の足かせとなることも考えられよう（５９）。
以上から、私見としては、集合債権譲渡担保への物的納税責任の適用
自体が、事業継続を前提とした近時の金融の方向性と相反するようなも
のではなく、国税徴収法２４条の適用要件を改正し、物的納税責任を拡張
することが、法定納期限等に優先する集合債権譲渡担保が設定されてい
る場合、現行法の規定は一切及ばず、被担保債権を超える部分について
も、なんら徴収方途がないという問題の有効な解決策の一つとなりうる
ものと考える。
⑵ 法定納期限等以前に設定された譲渡担保への物的納税責任の拡張
既に確認したとおり、現行の国税徴収法２４条に定める譲渡担保権者の
物的納税責任は、劣後譲渡担保のみを適用対象としたものであるから、
その適用範囲を拡張する場合、付随的に見直しをすべき点が生じること
はいうまでもない。まず、現行の国税徴収法２４条では、譲渡担保財産の
価格から滞納国税を徴収した残額については、被担保債権額等にかかわ
らず、すべて譲渡担保権者に交付するものとされているが、優先譲渡担
保へ同条を適用する場合には、租税債権の徴収に先立ち、先行の債権者
として優先譲渡担保権者への配当が行われることになるから、優先譲渡
担保権者が負担すべき物的納税責任の範囲や譲渡担保財産上で優先が認
められる被担保債権の限度額等について、新たに規定する必要がある。
また、劣後譲渡担保権者のみを対象とする場合であれば、譲渡担保権者
自身が譲渡担保の担保設定契約時において租税債権の存在を確認するこ
とが可能であり（６０）、さらに、物的納税責任による滞納処分を行う際に譲
渡担保権者への告知がなされることで（国税徴収法２４条２項）、滞納処分
59 江口・前掲注５４・２２頁「平成１１年判決の『もっとも…』という公序良俗
の言及のために、実務では未だに、５年ごとに将来債権譲渡担保設定をや
り直すとか、対抗要件を取り直すとか、あるいは忘れるといけないので、
定時株主総会にあわせて対抗要件を毎年取るなどの対応に追われている。」
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についての予測可能性は十分に確保されているものと解されうるが、優
先譲渡担保権者については、設定時点で租税滞納の発生を予測すること
は困難であり、事実上、滞納国税の存在を知るのは、告知の時点という
ことになるが、告知後、滞納処分が執行されるまでには、わずか１０日し
かなく、この点に関しても、一定の配慮が必要となるものと思われる。
以下、具体的な検討事項について、順に述べていくこととする。
調査会の答申段階では、「すべての担保制度が租税の徴収の面からで
きる限り同一の取扱いを受けることが望ましい」との基本理念から、劣
後譲渡担保権者のみならず、優先譲渡担保権者に対しても物的納税責任
を負うものとしていたことは、２⑴で述べたとおりであり、優先譲渡担
保権者の負うべき物的納税責任の範囲は、「譲渡担保財産の価格から、
被担保債権の額を控除した額」を限度とするものとされていた（６１）。優先
譲渡担保権者についても、国税に先行する法定担保権者の優先の場合と
同様に取り扱うことが、国税徴収法２４条の立法趣旨に最も適うものと考
えられるから、同条を優先譲渡担保権者に拡張する場合の物的納税責任
の範囲は、答申が採用していた「譲渡担保財産の価格から、被担保債権
の額を控除した額」を限度とすべきである。
次に、譲渡担保財産上で優先が認められるべき被担保債権の限度額に
ついて検討する。
先行の担保権が根抵当権等の場合、極度額の範囲で、被担保債権が増
減することになるが、滞納処分に係る財産上に設定された抵当権・質権
等がある場合、当該担保権者に対しては、差押えまたは交付要求（以下、
60 納税証明書（国税通則法１２３条）の取得による確認について、吉国・精解
１８２頁。
61 三日月章＝加藤一郎監修『租税法制定資料全集―国税徴収法［昭和改正
編］⑴』（信山社・２００２）５４頁「徴収機関は、譲渡担保設定者の財産から租税
を徴収することができない場合に限り、譲渡担保権者に、譲渡担保設定者
の租税につき、その担保財産を限度として、物的納税責任を負わせること
ができる。ただし、譲渡担保権がその設定者の一定期限前に設定されたも
のであるときは、その財産の価格から、被担保債権の額を控除した額を限
度とする」
《論 説》
４６４（２０３）
「差押え等」という）がされた時にその旨の通知が行われることとされて
おり（国税徴収法５５条、８２条３項、８６条４項）、予測可能性を基準に国税と
の優劣を決するという現行国税徴収法の原則からすると、たとえ極度額
の範囲内にあるときでも、差押え等の通知を受けた後、新たに貸し付け
た債権金額についてまで、国税への優先を認めることは妥当ではないか
ら、国税の法定納期限等に先行して設定された優先担保権によって担保
される債権の元本の金額は、あくまで国税に係る差押え等の通知を受け
た時における債権額を限度とすることとされている（国税徴収法１８条）（６２）。
優先譲渡担保が、根譲渡担保の場合、根抵当等の場合と同様の問題が生
じることになり、国税に対する優先が認められるべき被担保債権の元本
の確定時期が問題となる。国税徴収法は、滞納処分の対象となる納税者
の財産上での競合債権者との優劣について、「納税者の国税の発生を予
測できる時期」を基準に判断するものとしていることは既に述べたとお
りであり、その時期は原則として当該国税の法定納期限とされている
が、法定納期限後の更正決定など、法定納期限においてその発生を予測
できない場合や、法定納期限前に繰上請求がされた場合など、法定納期
限前にすでに国税の存在を予測できる場合がある。そのため、国税徴収
法１５条は、法定納期限以外の時期に予測可能性が確保されうる場合につ
いて、国税との優劣の決定の時期の例外として定めており、同法２４条に
よる物的納税責任に係る譲渡担保財産上での競合債権者との優劣の決定
時期については、同条２項による「告知」の時期を基準とするものとし
ている（国税徴収法１５条１項６号）。この規定は、あくまで譲渡担保財産
上に譲渡担保以外の担保権が存在する場合の当該担保権と国税との優劣
について、物的納税責任に係る国税の存在を知りうる時期として、国税
徴収法２４条２項の「告知」時を基準として判断することしたものであっ
て（６３）、優先譲渡担保権者についての優先債権額の判断時期を定めたもの
62 吉国・精解１９４―１９５頁。なお、差押え等の通知を受けたときにおける債権
額は、債権の元本に限られるので、その元本の金額に対し付加される利息
等は、通知と関係なく、国税徴収法１６条の規定により国税に優先し、また、
根抵当権における利息、損害賠償金等で担保すべき元本の確定後に生ずる
ものも、極度額の範囲内であれば、国税に優先する。
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ではない。しかしながら、優先譲渡担保権は、劣後譲渡担保権者のよう
に設定時に滞納国税の発生を予測できるわけではなく、物的納税責任に
係る国税について、優先譲渡担保権者の予測可能性が確保されうる時期
は、譲渡担保財産に設定されていた他の競合担保権者と同様、その告知
時点と解すべきであろう。根譲渡担保についても、根抵当等の場合と同
様、予測可能性が確保された時点以降に新たに貸し付けられた金額につ
いてまで優先を認める必要はないものと解されるから、根譲渡担保に係
る被担保債権の優先限度額は、「根譲渡担保権者が物的納税責任の告知
書を受けた時の元本額」とするのが相当であると考える（６４）。
また、現行の国税徴収法２４条では、告知後、滞納処分が可能となるま
でには１０日の猶予しかなく、これは、同条の定める告知が、あくまで無
予告での滞納処分を避けるために設けられているものであって、滞納国
税の完納を強いる趣旨のものではないことによるものとされている（６５）。
集合債権譲渡担保のような事業収益型担保では、滞納処分による事業用
資産や事業継続そのものへのダメージは、債務者のみならず担保権者に
とっても極力回避すべきものとして捉えられていることは既に述べたと
おりであり、告知によって初めて物的納税責任に係る国税の予測可能性
が確保される優先譲渡担保権者にとっては、物的納税責任の告知後、滞
納者への追加融資によって、譲渡担保財産への滞納処分を回避するとい
う選択肢があることの意義は決して小さなものではないと考えられる
が、追加融資にせよ、担保実行にせよ、わずか１０日間でその許否を判断
するのは、現実的には、かなり厳しいものとなる可能性が高い。今後、
物的納税責任の適用範囲の拡張を検討するにあたっては、金融取引への
影響を最小限のものとするとの観点から、告知から滞納処分までの１０日
間という期間を融資審査等に必要な合理的な期間に伸長することも、あ
わせて検討されるべきであろう。
63 吉国・精解１７７―１７８頁
64 秋山雅子「集合債権譲渡担保を巡る租税徴収法上の諸問題―最高裁平成１９
年２月１５日判決の対応を中心として―」税大論叢６３号（２００９）５７３頁
65 吉国・精解２７９頁
《論 説》
４６２（２０５）
⑶ 物的納税責任による優劣の調整と私法秩序の尊重
以上、現行徴収法が直面している集合債権譲渡担保における徴収困難
の問題についての解決策の一つとして、国税徴収法２４条に定める物的納
税責任の優先譲渡担保への拡張に関して検討してきたが、集合債権譲渡
担保をめぐっては、平成１９年判決後もなお、検討を要すべき課題が少な
くなく、同条が担ってきた租税債権と譲渡担保との優劣の調整という機
能が、集合債権譲渡担保との関係でも十分にその役割を果たし得るのか
否かという問題も、今後の判例及び学説の議論の展開に、大きく左右さ
れるものであることはいうまでもない。以下、今後の私法上の議論が物
的納税責任の制度に与えうる影響について、若干の私見を述べ、検討を
終える。
国税徴収法２４条は、「譲渡により担保の目的となっているもの」を「譲
渡担保財産」と定義し、当該譲渡担保財産を物的納税責任の限度とする
旨を定めており、期限の利益喪失による担保権の実行等によって、担保
財産が担保としての機能を失い、担保権者の所有に確定的に帰してし
まった場合には、もはや「譲渡担保財産」ではなくなり、同条の適用は
できないものとされている（６６）。集合債権譲渡担保についても、実行の必
要性を肯定する私見の立場からは、集合債権譲渡担保の設定契約後、
「実行の完了」までは、譲渡担保財産が存続するものとして、物的納税
責任が適用できるものと解されるわけだが、判例も、債権の譲渡担保に
ついて、第三債務者から現実に譲渡債権を取り立てて被担保債権の弁済
に充当がされて初めて実行が完了し、譲渡担保財産が消滅するとの解釈
を前提に、２４条による物的納税責任の適用を認める判断を下してお
り（６７）、優先譲渡担保について物的納税責任を拡張する場合についても、
実行完了時（判例によれば、「取立による被担保債権の消滅時」）を終期とし
て、物的納税責任が適用されるものと解される（６８）。
しかしながら、今後、さらに集合債権譲渡担保の効力を強める方向に
議論が進み、未発生の将来債権を対象とする譲渡担保であっても、あく
まで譲渡担保の設定契約時に真正譲渡と同様の権利移転の効力を認める
66 吉国・精解２８４頁
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４６１（２０６）
方向で、我が国の法制度が整備されていくべきことが選択されるに至っ
た場合には、担保設定契約による権利移転と実行段階での確定的な権利
移転とを別異に解し、実行が完了するまで「譲渡担保財産」が存在する
ことを前提とした国税徴収法２４条の物的納税責任の制度は、そもそも債
権譲渡担保には妥当せず、優先譲渡担保に関する徴収不能の問題につい
ても、一般条項による解決に委ねるほかはない、ということになろう。
今後の制度設計として、いずれの方向性が選択されていくにせよ、集合
債権譲渡担保に関する徴収困難という問題については、単に国税徴収法
２４条の改正による解決を図るだけで完結する問題ではなく、集合債権譲
渡担保の担保としての側面をどのように捉えるべきなのか、その法的構
成等について、私法上の議論が尽くされるべきであることはいうまでも
ない。
67 大阪高裁平成１６．９．９判決（公判物未登載）は、「譲渡担保財産が債権の場
合、譲渡担保権者としては担保権の実行として現実に譲渡債権から回収し
た金額と同額の被担保債権を消滅させるというのが通常の意思であると解
されることからすると、当事者間でこれと異なる特段の合意をしない限り、
譲渡担保権者が第三債務者から現実に譲渡債権を取り立てて被担保債権の
弁済に充当するまでは被担保債権は消滅しないから、その時点までは担保
権の実行は完了せず、法１４条の１８にいう『譲渡担保財産』として存続する
と解するのが相当である」として、債権譲渡担保について地方税法１４条の１８
に定める譲渡担保権者の物的納税責任の適用を認めている。また、物的納
税責任の告知を発した時点で譲渡担保の実行が完了したものとする「代物
弁済条項」の効力が争点となった事例（最二判平成１５．１２．１９民集５７巻１１号
２２９２頁）において、債権譲渡担保に対する国税徴収法２４条の適用を認める判
断がされている。もっとも、後者の判例については、「代物弁済条項」に
よって、国税徴収法２４条の適用を回避しようとする脱法性の高い事例に関
するものであり、その射程も限定的に解されている（池田・前掲注３３・１７頁
は、同判決が「譲渡担保に関する国税徴収法の特別ルールの本来の設定範
囲内での適用を免れようとする特約はその効力を認められない」としたも
のであるのに対し、平成１６年高判は「譲渡担保に関する国税徴収法の特別
ルールの適用を、民法一般の将来債権の発生時の解釈に広げよう」とする
ものであって、その問題状況が本質的に異なることを強調する。）
68 秋山・前掲注６４・５７７頁
《論 説》
４６０（２０７）
集合債権譲渡担保を含め、今後の我が国の担保法制の制度設計に関し
ては、民法改正の議論の方向性も見据えた、慎重な議論がなされるべき
問題であり、本稿の検討範囲を超えるものとなるが（６９）、強靭な包括担保
が許容される一方で、租税法や倒産法によって合理的な均衡を維持する
ための法制度が用意されている諸外国の状況と比較しても、未発生の将
来債権を含む集合債権譲渡担保について、有効なカウンターバランスを
欠いたまま、その効力が全面的に承認されつつある現在の状況について
は、やはり行き過ぎの観が否めない（７０）。
事業収益型の新たな形態の担保である集合債権譲渡担保については、
従来の不動産・動産といった有体物の譲渡担保に関して発展をとげてき
た既存の譲渡担保法理が必ずしも妥当するものではなく、金融手法の発
展や金融実務の要請にも十分に配慮した上で、今後の制度設計及び解釈
論が展開されていくべきであることはいうまでもないが、担保としての
債権譲渡に関し、公示内容の二義性―権利移転の公示と、担保としての
優先弁済権を第三者に対抗する手段としての公示―を積極的に認める方
69 潮見・前掲注３４・２０頁は、権利移転構成に基づく解釈を採る立場から、
「そもそも、国税徴収法上の利益保護要請に基づく考慮が集合債権除と担
保の私法上の効力を制約する余地を一般に認めるにしても、このような観
点からの衡量の場は、『譲渡担保財産となった』という国税徴収法２４条の字
句解釈のレベルで設けられるべきではなく、すでに民法法理として確立し、
現在では異論をみない民法９０条の公序良俗規範の下に設けられるべきもの
―したがって、一般私法秩序の枠内で処理されるべきもの―である。個々
の集合債権譲渡担保において、『私人間の契約によって国税債権の確保がで
きない財産（しかもその価値は無限定になり得る）を創出する』という状況
が認められるのであれば、それこそが、平成１１年判決のいう『他の債権者
に不当な不利益を与えるもの』として、９０条に基づき「その効力の全部ま
たは一部が否定される」といえよう。」として、一般条項による解決を支持
する。そのほか、澤重信「債権譲渡担保の対抗要件としての通知について」
銀法２１・５７７号（２０００）３８頁は、「被告（国）が原審で主張したような『排他的
差押禁止財産創出』という事態が生ずるとしても、このような事態の回避
は、債権譲渡担保の担保的構成をより徹底していく方向で対応すべき」で
あることを示唆している。
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４５９（２０８）
向で、対抗要件制度を整備するなど、債権譲渡担保の特質を生かしつ
つ、強すぎる効力の調整を図ることができるような新たな仕組みを立法
によって整備していくことも、今後、検討されるべき課題の一つであろ
う（７１）。
金融取引の変化の流れの中で、民法学そのものも大きな転換期を迎え
つつある現在、従来型の金融取引を前提とした国税徴収法の規定もま
た、大きな見直しを求められており、優先譲渡担保に対する徴収不能と
いう現状の問題を克服するためには、物的納税責任の適用要件の改正と
いう立法的な解決についても、積極的に検討されていく必要がある。但
し、その改正に際しては、先に述べたように、告知後の滞納処分までの
期間を延長するなど、事業収益型担保の最大の利点である事業継続によ
る収益回復という選択を可能にするための緩和措置を設けるほか、近時
の金融取引の状況や実務の動向に十分に配慮し、集合債権譲渡担保に関
する私法上の解釈との一致を図ることが重要となるものと考える。
租税債権は、私債権とは本質的に異なる性質のものであり、租税徴収
の目的を達するためには、自力執行権とあわせて、一定の優先性が認め
られるべきであることは論をまたないであろう（７２）。しかしながら、私法
上の解釈を前提に、租税徴収に必要な範囲で一定の制約を加えること
70 森田・前掲注２・６２頁。高須順一・NBLコメント４２頁は、「お題目として
の『公序良俗違反』には裁判規範としての実効性は期待しえない」とし、
公序良俗違反となりうる具体的諸事情の類型化が必要であることを強調す
るとともに、今後、さらに正常型債権譲渡担保が拡大・発展していくこと
になれば、公序良俗違反が問題となる駈込み型・非正常型の債権譲渡担保
のみならず、正常型債権譲渡担保においても、「金融機関が企業の将来の
キャッシュフローを囲いこむこととなる弊害が顕在化することは不可避的
に予想されるところであ」り、「将来債権譲渡担保が無限定に暴走すること
を制限する法理構築の必要性は正常型債権譲渡においても必要と想定され
る」とする。
71 今尾・前掲注３８・１６７頁は、流動債権の譲渡担保の公示を実質的には「優
先弁済権保全的」な対抗要件、すなわち仮登記における「順位保全」的対
抗要件と解すべきとし、「権利移転としての登記に、新たにこうした意味で
の対抗要件の追加を検討することが望まれる」とする。
《論 説》
４５８（２０９）
と、特別法秩序を理由に租税債権の徴収のための独自の解釈を展開する
ことは、決して同義ではない（７３）。
譲渡担保権者に対する物的納税責任は、担保権者をあたかも第二次納
税義務者に準ずるものと考え、その第二次納税義務者の財産としてその
譲渡担保財産に対して執行しようとするものである（７４）。このような特殊
な形式がとられた理由は、立法当時、譲渡担保の性質・内容が必ずしも
明確にはなっていなかったためであり、私法関係そのものに触れずに徴
税独自の技術を応用して、租税徴収の確保を図るという方向性が選択さ
れた後にも、私法秩序への影響を最小限度の範囲にとどめるべく、実務
や私法上の観点から、さらにその適用要件を厳格なものとするための見
直しがなされた上で、立法化に至ったという経緯がある。現行の国税徴
収法２４条が、劣後譲渡担保のみを対象とし、その適用を必要最低限の範
囲にとどめるものとした判断には、発展途上にあった譲渡担保に関する
私法上の議論の展開を見据え、その法的構成等、本質的な問題について
は、私法上の議論の発展に解決を委ねることとした立法者の基本姿勢が
示されているものといえよう（７５）。
租税徴収の確保と私法秩序の尊重の両立という立法における基本姿勢
を維持しながら、租税債権を確保するための特別法秩序が有効に機能す
るためには、どのような形で集合債権譲渡担保と国税債権との優劣の調
整が図られるべきなのか、引き続き、慎重な議論を重ねていくことが求
められる。
72 吉国・精解３１頁。「租税が国家の一般的需要をまかなうために法律に基づ
いて一律に成立するものであり、担保を請求するものに対して選択的に成
立させることができる私債権とは根本的に異なるものであること、さらに
その徴収は大量性、反復性を有し、あまりに煩雑な手続を要求することが
はなはだしく困難であること」等の点を考慮すると、国家の財政力を確保
する上で、やむを得ない必要性があることを理由として、現行国税徴収法
においても、自力執行権及び一般的優先権が承認されている。
73 北野弘久『税法問題事例研究』（２００５・勁草書房）７３頁「格別の税法規定が
ない限り、民法等で発達した概念を税法が借用している場合には、税法に
おいても民法等の概念と同意義で解釈しなければならないことになろう」
74 吉国・精解２７１頁
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５ むすび
以上、集合債権譲渡担保をめぐる平成１９年後の議論状況を整理し、同
判決後に残された問題点の一つとして、優先譲渡担保権者への国税徴収
法２４条の物的納税責任の適用範囲の拡張について、検討してきた。集合
債権譲渡担保は、事業収益型担保のひとつとして、近時の金融取引にお
いて、極めて重要な役割を担うものであり、その普及・拡大は、今日の
社会的要請ともなっている。当然、集合債権譲渡担保の有効性やその効
力が及ぶ範囲等については、積極的に認める方向で議論が進められてい
るわけだが、一方で、集合債権譲渡担保に対する租税債権の徴収困難と
いう現実的な問題が生じていることも看過されるべきではない。実務家
を中心に、集合債権譲渡担保への物的納税責任の適用自体に否定的な見
解も少なからず見受けられるが（７６）、租税債務は事業活動と切り離して考
えることはできないものであり、極論ではあるが、債務者のキャッシュ
75 我妻栄「近代私法と租税の優先的効力」金法２００（１９５９）３頁「答申は、私
法関係そのものに触れずに、徴税独自の技術を相当巧みに応用しているの
ではあるが、少なくとも実質的に食い違いを生ずることは避けえないよう
に思われる。…（略）…私の私法学徒としての希望は、この上は一日も早く、
譲渡担保や請求権保全の仮登記についての私法上の取扱を確立し、これら
の制度についての答申の取扱との間に、実質的にも食い違いのないように
する―そして、そのために、もし必要なら徴収法の方を改める―ことであ
る。」
76 江口・前掲注１３・１５頁。また、池田真朗ほか「鼎談・最一小判平１９．２．１５
の評価と今後の実務への影響」金法１８０４（２００７）１９頁小林明彦発言も、物的
納税責任に適用に否定的な見解を示している（「事業活動から生じる売掛債
権などを担保に取って、その事業活動から生じる収益に対して課税される
としますと、その前提を支えている租税というものは、本来負担されても
いいのではないかとも思えるわけです。たとえば、抵当不動産の賃料に対
する物上代位の場合でも、不動産を所有していること自体に対する固定資
産税なんていうものは、どちらかというと先に持っていってもらっても仕
方ないのかなとも思える。しかし、全く関係のないところで単に法定納期
限等が先だというだけで優先されてしまっては困る」）。
《論 説》
４５６（２１１）
フローに関するモニタリングを強化し、期限内の納税義務の履行を含
む、正常な事業活動の維持に努めることこそが、滞納処分を回避する最
善の方法となることはいうまでもない。今後の判例・学説の展開が注目
されるところであり、その議論の方向性はいまだ未知数であるが、偏り
のない公正な議論が展開されることを期待して、本稿を閉じることとす
る。
半田先生には、修士課程以降、長期間にわたるご指導をいただき、感
謝の念に堪えない。筆者の力不足から極めて拙い内容となってしまった
が、半田先生への感謝の意を込め、本稿を献呈したい。
なお、本稿の記述は、筆者の個人的な見解であり、その文責はすべて
筆者個人にある。
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